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会社の利益処分と所得税 

－役員への賞与、配当に係る二重課税問題－ 

 

 

国士舘大学教授 

酒 井 克 彦 

 
◆SUMMARY◆ 
 

税務大学校では、毎年、税に関する公開講座を開催しているが、本稿は平成 19 年 11 月

14 日に行われた国士舘大学の酒井克彦教授による講演内容を取りまとめたものである。 
本講演では、「会社の利益処分と所得税」、副題「役員への賞与、配当に係る二重課税問

題」と題し、前半では、会社利益に対する法人税課税と配当を受領した株主に対する所得

税課税の二重課税問題について、インピューテーション方式の転換など諸外国の現状を例

示しながらそこに介在する問題点を指摘される。また、後半では、会社法改正後において

も、会社の利益処分における役員賞与に係る二重課税問題は事実上あり得るとし、また、

二重控除に関わる損金算入問題などについて、わかり易く説明されている。 
（税大ジャーナル編集部） 
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はじめに 
本日は、役員賞与や配当に係る二重課税問

題を中心にして「会社の利益処分と所得税」

というテーマでお話いたします。皆さんご案

内のとおり、会社法制定に伴って、会社の利

益処分というものの考え方が大きく変容し

ております。従いまして、私の講演の演題を

みて不思議に思った方もいるかも知れませ

んが、この点については、後ほど考えてみた

いと思います。 
さて、二重課税問題といっても、議論しな

ければいけないことは色々あります。本日は

とりわけ役員に対する賞与や配当にかかわ

る問題について考えてみたいと思います。 
なぜこれが大事なのかということを先に

確認しておきたいわけですが、従来から配当、

これから中身は少し具体的な話をしますが、

会社に法人税が一度かかって、法人税がかか

った後の残ったお金を株主に配当したら、配

当を受けた個人が今度はまたそこで所得税

として、配当所得に課税されてしまう。これ

は二重課税なのではないかということが従

来から言われてきていまして、長い間議論さ

れてきたわけです。しかし、国によってこれ

を二重課税と考えるかどうかは違うわけで

す。 
これまで、ヨーロッパやアメリカはどのよ

うに考えてきたのでしょうか。また、最近は

この問題に対して、各国が全面的な見直しを

しているという状況にあります。 
まず、ごく簡単に説明しますと、我が国の

場合は、二重課税に当たると考えているわけ

です。したがいまして、二重に課税されてい

る点を考慮して、なんらかの調整が必要だと

考えております。まず、個人が会社から貰っ

た配当金に対しては配当所得という所得税
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がかかるわけですね。それに対して配当所得

として貰った金額の約 1 割だけは後で所得

税の税金から引いてあげましょうというこ

とをやっております。これを配当税額控除と

言うのですが、配当に対する税額控除という

のをやってあげることによって、法人税と所

得税の二重の課税を調整してあげましょう、

あるいは排除してあげましょうということ

をやっているわけです。 
ところがアメリカはどうしているかとい

うと、アメリカはですね、二重課税の排除な

どはしないという考え方が基礎にあります。

つまり、法人に対して税金がかかった残りの

分が配当された場合に、個人が所得として貰

った配当金に所得税がかかるとしても、二重

課税になるとは考えないので、日本がやって

いる配当控除のようなことはしないのです。 
ヨーロッパは日本と同様、これを二重課税

として考えます。そこで、どうやって二重課

税の調整をしてきたかというと、今からお話

するインピュテーション方式っていうのを

やっていました。 
 

Ⅰ 問題点の所在 
１ 配当に係る二重課税－概観 

例えば、簡単な話で説明すれば、会社の利

益には法人税がかかります。これ全部を唯一

1 人の個人の株主に配当したとしましょう。

もし、その法人に 100 万円っていう利益があ

ったところに法人税が 50％かかるとすると、

100 万円という利益に対して 50％税金がか

かってしまうから、残るのは 50 万円なので

この 50 万円全部を 1 人の株主に単純に全部

配当するとします。この株主は 50 万円に対

して所得税がかかります。 
 

  
《図１》我が国の二重課税調整措置 

 
 
100万円×50％(法人税率)＝50万円(法人税) 
100万円－50万円(法人税)＝50万円 
 
 

全額配当 50 万円 
 
 

株主の所得税の計算 
配当所得 50 万円×60％(所得税率)＝30 万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50 万円＋30 万円＝80 万円 
 二重課税が生じているため、排除する必要あり。 

↓ 
所得税 30 万円－配当控除(50 万円×40％)＝10 万円 

  
所得税を 60％としましょう。すると、法

人税を 50 万円納付して、残った 50 万円を

全部配当したら株主の所で 50 万円に対して

また所得税がかかりますので、50 万円×

60％＝30 万円で、30 万円の所得税となるわ

けです。そうすると法人税の 50 万円と所得

税の 30 万円を併せて 80 万円という税金を

納付しているわけですが、その源泉は結局は

会社 
利益 100 万 

株主 



税大ジャーナル ８ 2008. 6 

52 

法人利益の 100 万円なんですね。100 万円と

いう法人の利益に対して、50 万円を納付し

更に 30 万円を納付しているから、2 段階に

分かれて負担しているわけですね。結局、手

元には 20 万円しか残りません。全体像を掴

んで頂かないと話が中身に入れませんので

ラフな例を出しましたが、これを二重課税あ

るいは実質的な二重課税というわけです。こ

のように同じ源泉に対して 2 回税金がかか

るのは如何なものかという考え方があるわ

けです。 
これに対して、我が国の税制はこれをただ

放置しているわけではないんですね。日本の

場合は、これを上手く調整しましょうと考え

ている。その対処の方法は実は個人が納付す

る所得税の金額の計算の段階で行おうとい

うものです。つまり、配当所得に対して、60％
まるまる所得税をかけちゃっていいのか、あ

るいはかけちゃった後何か調整しなくてい

いのかという点から、そこに税額控除をする

ことにしているのです。50 万円の配当金に

対して 60％の税率を掛けて算出したこの 30
万円という所得税から配当所得の配当の一

定割合を引きましょうということです。これ

が配当控除です。わかりやすくするために、

配当控除を 40％として考えると、50 万円に

対する 40％ですから、20 万円ですね、20 万

円を控除することによって実際の所得税は

10 万円にするわけです。こうやって調整を

いたします。 
今日お話しするのはこのようなことです。

二重課税と言われるものはどうやって排除

されるべきなのか。あるいは排除されるべき

と最初から思っていますけれども、排除され

なくても良いという考え方がもしかしたら

あるかもしれない。その辺りを見ていきたい

と思うわけです。こういうことに対して、諸

外国はどうやっているのか。この数年の間に

諸外国はどんどんやり方を変えているので

すが、どうして今こんなことになっているの

か。また、アメリカはどうやっているのか。

こんなことをみながら、二重課税という問題

について考えていきたいと思います。 
 

２ 役員に対する利益処分の二重課税問題 

もう 1 つの本日のメニューとしては、配当

の話と似た話が実は役員に対する利益処分

についても同じことがいえるという点です。

会社がもし配当しなかったとしても同じよ

うにこれが株主でなくて、これが役員だった

ら同じことでしょう。役員に対して利益から

分配したものが役員の所得税になるわけで

す。 
同じようなことが役員の賞与についても

言えるんじゃないですか。役員賞与という言

葉は、現在は使いませんが、あえて皆さんに

説明の為に役員賞与という用語を使っても

同じです。法人が 100 万円という利益を得ま

した。そして配当なんかしない会社だと思っ

て下さい。全く《図 1》と同じです。法人税

が 50 万円引かれた後で利益は 50 万円しか

残りません。これを全部役員に分配したら役

員は 50 万円という役員の報酬を貰うわけで

す。この役員の賞与は何なんだろうと考える

と、配当として貰ったものが所得税法上、配

当所得として所得税がかかるのと同じよう

に法人から 50 万円貰ったら、この役員報酬

は給与収入ということになります。給与所得

は給与収入から給与所得控除を引くのです

が、仮に 20 万円控除されるとすれば、30 万

円が所得税の基礎になって更にここに 60％
の税金がかかるわけです。30 に対して 60％
の 18 万円という所得税がかかります。結局

こういうことで、法人税を 50 万円納付し、

また所得税を 18 万円納付することとなり、

やはりこれも二重課税ではないかというこ

とになるわけです。考え方は配当二重課税と

全く同じです。 
ところがこっちの場合は、二重課税の調整

を何にもしないのです。配当の場合は配当税
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額控除で調整しましたが、役員賞与について

は何も調整をしないのです。給与所得控除っ

ていうのは単なる費用だとか、あるいは捕捉

率、サラリーマンは捕捉率が高いから捕捉率

の調整をしましょうとか、源泉徴収で前払い

しているからその分の利息相当分をみてあ

げましょうということで、引いているだけで

ありまして二重課税の調整とは全く関係あ

りません。この取扱いの差異は何でしょうか。

疑問ではありませんか。 
 

Ⅱ 金融所得一体化課税 
次にちょっと視点を変えたお話をしたい

と思います。税制調査会で今盛んに議論して

いる所得税法改正論に、いわゆる金融所得の

一体化課税の問題があります。金融所得の取

扱いを一本化しましょうという議論をして

おります。何が金融所得かいう議論もありま

すが、ここではその点について触れる時間が

ありません。いわゆる金融所得に関する課税

の仕方というのは、非常に複雑なんですね。

金融所得というと、投資に対するリターンと

いうイメージがありますね。投資に関する所

得というと何が挙げられますでしょうか。投

資というと、例えば「株」がその代表かも知

れません。株への投資から得られる所得はど

のようになっておりますでしょうか。まず、

配当金に対する配当所得がありますし、株を

譲渡した際に実現するキャピタルゲインに

ついては、原則的には譲渡所得、頻繁な売り

買いを事業的規模で行っているようなケー

スでは、株の譲渡による所得は事業所得とな

ります。事業と称するに至らない規模の場合

には雑所得ですね。 
あるいは社債に投資した際に得られる利

子や償還差益は利子所得に分類されます。保

険なんかをみていくと保険商品によっては

一時所得や雑所得を生ずる資産があります。

外国為替に係る為替差益は雑所得などに分

類されます。あるいは商品先物取引も雑所得

に分類されることが多いと思われます。ほん

の一例を挙げただけでも、所得区分は金融資

産の種類によってバラバラなのです。 
所得税というのは所得を 10 種類の所得区

分に分類して、すなわち、利子・配当・不動

産・事業・給与・退職・山林・譲渡・一時・

雑所得に分類して、それぞれの所得ごとに計

算ルールを異にしているのですね。その 10
の分類になんとか押し込めなくてはならな

いものですから、2 つの所得区分の性質を有

するようなハイブリッドな金融商品の場合

には面倒な問題が生じるわけです。投資に対

するリターンという意味ではみんな似たよ

うな所得ではないかという見方も、一見、荒

っぽくみえるかも知れませんが、簡素な税制

を指向する場合には説得力を有するとの評

価も可能です。 
例えば社債に投資するのと株に投資をす

るのとでどこが違うのか。企業経営に参加す

るというような意思を有さずに、単に金融商

品への投資という観点からのみ判断をする

投資家からすれば、何が違うのか。いずれも

金融商品としてみれば、投資家にとって何が

大事かといえばリスクと利回りですよね。 
先ほど申しましたとおり、株の配当金は配

当所得っていう所に分類されます。配当所得

に分類されるということは、株を買う為に借

り入れた借入金の利息を所得計算上控除す

ることができるということを意味します。 
条文を確認すると、所得税法 24 条 2 項に

「配当所得の金額は配当の収入金額とす

る。」と規定されています。ただし、「株式そ

の他配当所得を生ずべき元本を取得するた

めに要した負債の利子の合計額を控除した

金額とする。」と規定されているとおり、配

当所得の金額というのは収入金額をそのま

ま配当所得の金額とするとしながらも、株式

を買う為にかかった借入金の利子について

は、それを控除すると規定されているのです。

当然だと思われるかも知れません。 
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しかしながら、株ではなくて社債の利子だ

ったらどうでしょうか。所得税法 23 条 2 項

には、「利子所得の金額は、その年中の利子

等の収入金額とする。」と規定されておりま

すとおり、経費は何にも控除できないわけで

す。株式の場合、すなわち配当所得について

はその元本を買う為に銀行借入に係る利息

は引いてあげましょうといっているのです

が、利子所得の場合は、A 銀行からお金を借

りてきて、B 銀行に預けた場合に、A 銀行に

対して支払った利息を控除することができ

ないのです。あるいは社債を買うために借金

をしても、その支払利息の負担額は利子所得

から引いてあげませんということです。 
このように社債と株の税法上の取扱いは

全く違うわけです。元本を取得するためにか

かった利息相当額を引けるか引けないかっ

て大きく違うわけです。利回りなんて零点何

パーセントの世界じゃないですか。一方の金

融商品への投資に係る負担利子は控除して

あげるが、他方の金融商品への投資に係る負

担利子は控除してあげないというのは、中立

性を阻害していないのでしょうか。株式の譲

渡益は課税されるけれども公社債の譲渡益

は課税されないということも同様の問題を

孕んでいます。バターとマーガリンがあって

マーガリンだけに税金をかけると、税が皆さ

んの自由な選択行動に余計な要因を与えて

しまい、自由競争に弊害をもたらすことにな

るという中立性の問題と同じ議論がそこに

は待ち構えているのだと思います。税ってい

うのはできるだけ中立性を維持しなくては

いけないという考え方があるわけです。そう

であるならば、利子所得と配当所得という垣

根は本当に必要なのかという議論にも繋が

ってくるんですね。 
もっと大きな視野で捉えると、1,400 兆円

とも言われている個人貯蓄があるわけです。

この動かない膨大な貯蓄を投資に廻すべき

だという議論があるのもご案内のとおりで

す。眠っているお金を循環させるべきだとい

うのが、いわゆる貯蓄から投資へというスロ

ーガンになっているわけですが、それなら投

資がしやすい環境、この場合は投資しやすい

税制というものを考えなければいけないの

ではないかというような事がいわれている

わけです。 
しかしながら今日本の投資商品に対する

税制というのは、例えば損失の取扱いに限っ

てみても、非常に厳しいとみることもできる

わけですね。 
例えば、株に投資してその株が紙屑になっ

てしまった。投資先が倒産してしまって紙屑

になってしまった場合の損失について、所得

税法は損失控除について、厳しい態度を示し

てきたという経緯があります。 
そうだとすると今言ったような投資とい

うものを促進していこうという政策に対し

て、所得税法がブレーキをかけていることに

なりはしないか、などということがしばしば

議論されているわけです。 
平成 6 年にいわゆる金融ビックバンと呼

ばれるものがあって金融商品が自由化され

ました。金融商品の自由化は、多様な商品の

出現を許容しました。金融商品の個別具体的

な取扱いをみていくと、実は損失についての

税法上の取扱いは、政策とミスマッチを起こ

しているのではないかともいえます。 
今申し上げましたように、金融商品が複雑

になればなるほど税法というのはそれにあ

わせて個別具体的にこの場合はこうだろう、

あの場合はこうだろうというふうに非常に

難しく取扱い、あるいは所得区分というのを

考えていかなければいけなかったわけです

ね。その対処がいわゆるパッチワーク的にな

されてきたことから、ますます、税法は複雑

となり、その解釈の困難化を招いてきたわけ

です。税法を複雑にしたくてしていたわけで

はなくて、金融商品がどんどん開発されてき

たので、税制立案当局としてはそれに対して
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どうやっていったらいいだろうかと頭を悩

ませながら、ときには解釈論で対処したり、

あるいは新しく出来た金融商品に対して法

律をどんどん追加し…というように、租税特

別措置法においていわば対症療法的に規定

を置いてきたのです。今は所得税法や法人税

法本法だけみても全然分からないわけです。

租税特別措置法を勉強しないと実はあまり

使い物にならないのですね。 
税法の複雑化は何をもたらすかというこ

とを考えなければなりません。 
我が国のほとんどの税法は、申告納税制度

を採用しているわけです。自分の申告は自分

で計算をして自分で納税しましょうという

仕組みです。もちろん分からなければ税理士

さんに聞こうということになる。しかし、税

理士さんも金融商品課税については、難しく

てよく分からない。税務署であっても、簡単

には答えが出せない。そのような状況になっ

てきてしまっているわけです。 
このまま放置しておくとですよ、税法をき

ちんと守って自主申告をしましょうという

基本的理念から離れていってしまう虞があ

るわけです。コンプライアンスが守れなくな

ってしまうという虞があります。何とか簡素

化しなければならないのではないか。信号が

赤・青・黄と 3 つしかないからからみんな守

れるのであって、これが黄土色とか黄緑とか、

青紫とか出来てしまったらもう守れないん

ですよ、難しくって。それでは困るわけです

ね。すると、申告納税制度という根幹を揺る

がすことになってはまずいので、簡素化をす

るということは非常に重要な話なのです。 
あるいはこういうふうに税法が難しくな

ればなるほど、過度の節税とかあるいは場合

によっては租税回避という問題も出てくる

んですね。複雑なデリバティブなんかを駆使

した金融商品の仕組みを作って、こっちの所

得区分よりもこっちの所得区分の方が有利

だからといって、実体はこっちの所得区分だ

けど、それをちょっといじくってより有利な

所得区分に分類されるように商品設計をし

てみたりとかですね、そういうことがあり得

ます。 
法人がですね、資本を集める時に株主から

集めるのか、あるいは社債権者から集めるの

か、それはどっちでも出来るわけですよ。先

程の話とは別に資金を集める側からの話を

すれば、法人が株主に配当をした場合に、そ

の配当金の全額を損金に算入することは出

来ないわけです。しかし、社債に対する利子

の支払いであれば、支払利子を損金に算入す

ることができます。だったら、社債にした方

が有利なわけですよ。会社側からすれば。同

じお金を集めるのでしたら、社債で集めた方

が税制上有利なわけですよね。 
ところで、利子というと、普通は、定期・

定額に一定期間に幾らずつ貰えるようなも

のですね。例えば、100 万円の投資に対して

1 年間に 1 万円ずつ貰えるとかですね。しか

しながら、社債といいながらもですね、何か

利益に連動させるようなリターンを得る利

益参加型社債、参加ってちょっとイメージが

違うのですが、利益の変動に応じて利息が上

がったり下がったりするわけです。もしくは

上がったり上がったりというような仕組み

の商品も作られているわけですね。それは何

となくイメージとしては利益処分っぽいで

すね。株式の配当金みたいな感じですね。会

社の利益が上がれば社債の利息が変わって

くる、というのは実体面を考えれば何となく

配当になりそうです。でも、これは社債なの

で利子であって配当ではないというわけで

す。ですから損金算入が可能なのですね。 
例えば、他にも 100 年間元金を返さないな

んて社債があったとします。センチュリーボ

ンドといって。そんなのはもう償還を諦めた

のと同然ではないか。100 年間償還されない

社債というのは、名称は社債だけれども、株

式投資のような感じもしますよね。社債にし
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ておけば利子に対して損金算入が認められ

ますので、その方が有利だなんてことがしば

しばあるわけです。そういうようないわば実

体と形式が乖離していくような商品がどん

どん出てくるんですね。例に挙げたような、

株式のような機能を持たせておいて、社債の

形態を整えているというような商品は、いく

らでもあり得ます。ここで挙げた例は適法な

ものですが、過度の節税と評価されるような

商品もあるでしょう。タックスアービトラー

ジといって裁定取引をすることによって、実

際の形式と内容を違わせたりすることがい

かようにもできてしまうことがあるのです。 
さて、①投資の中立性、②貯蓄から投資へ、

③簡素化の問題、③租税回避の問題など 4 つ

お話しましたが、このような問題意識から、

現在、税制調査会では金融商品課税を一体化

させましょうという議論をしているわけで

す。利子所得とか配当所得とか、こういう枠

組みを無くしてしまいましょうという議論

が展開されているわけです。 
そこで、配当の話に戻りましょう。金融所

得一体化課税としては、配当所得と利子所得

という垣根を取っちゃっていいじゃないか

という議論もあるわけです。もし、配当所得

という概念がなくなってしまうと何か弊害

はないだろうかというと、制度の作り込み方

にもよりますが、配当控除の計算ができなく

なるという問題があり得ます。 
先程話しましたとおり、我が国の所得税法

は配当所得の金額に一定の割合をかけて配

当控除を算出して、それを計算された税額か

ら控除することによって二重課税の調整を

行っているからです。 
 

Ⅲ 配当二重課税に係る問題 
１ 配当所得の意義 

(1) 法人理論 

そこで問題となってくるのは、配当所得と

は何かという問題です。 

この問題は、法人は何かっていう所から解

き起こしていかなければいけない話です。と

ころがご存知だと思いますが、法人が実在な

のか擬制なのかという神学論争的な厄介な

問題があります。その前に、何故こんなこと

を議論しなくてはいけないのかということ

を先にお話しましょう。 
誤解を恐れずに敢えて簡単に言うと、アメ

リカは法人を実在的なものとして考えてい

るわけです。《図 1》をもう一度見て下さい。

法人で一度課税して、個人段階でもう一度課

税するのは二重課税ではないかという発想

は、法人が投資家とはまったく別人だと思え

ば、浮上してこない議論なのです。法人を実

在ではなくて擬制されたもの、単なる法人と

いうのは法律が作った枠組みにすぎません

よというのであれば、実際の法人の持主は株

主そのものですから、二重課税という問題に

直ぐに辿り着いてしまいますが、法人実在説

に立てば、そのような問題意識は生まれない

のです。法人を擬制だというように考えるか

ら二重課税の議論になるわけです。日本は法

人擬制説に立つから、ああいう議論をするん

です。法人実在説に立つとするならば、簡単

にいうと、別人が課税を受けた後に配当した

配当金に所得課税がなされても、二重課税で

もなんでもないということになりますね。ア

メリカは法人実在説的な立場に立っていて、

我が国は法人擬制説的な立場に立っている

わけです。 
法人実在説は、法人は自然人とは異なる独

立の法的人格を認められた実体であるとい

うふうに考える立場です。法人企業は経営者

によって運営される独立の意思決定単位で

ありまして、株主の要望を間接的に反映する

にすぎないのだというわけです。そこでは、

法人も自然人とは別に、それ自体が担税能力

を有すると解されます。したがって、法人税

が個人所得税とは別に課税されたとしても

何ら二重課税の問題は生じないということ
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ですね。故に法人所得と個人所得が別個に取

り扱われるべきであるという、こういう考え

方であります。ほかにも絶対主義だとか分離

独立主義とか論者によって呼び方もいろい

ろあります。 
それに対して法人擬制説は、日本や欧州の

これまでとってきた考え方ですが、法人実在

説に対する反論なんですね。 
法人実在説については、所有と経営が分離

している株式会社等の公開会社についての

み妥当するという考え方があります。公開会

社は株式が公開、分散されて企業は多数の株

主とは独立の意思決定機関となるからです。

しかし、日本のように比較的多数の家族会社

いわゆる同族会社が存在することを考える

と、その適用性は限られるのではないかとい

うような疑問もあります。同族会社とか家族

会社を考えると法人擬制説のような話に近

づいて行くわけです。 
民法の法人理論の通説は、法人実在説に立

っていると思われますが、この点は、なかな

か解決のつかない問題でもありますし、租税

法における議論は民法の法人理論とは一線

を画するべきではないかという見解が有力

かも知れません。 
ただ、少し教科書的に、この 2 つ考え方を

基礎として議論を続けることが許されるな

らば、法人税に対してもこの 2 つの立場がそ

のまま反映されるわけです。 
 

(2) 法人税の性質論 

法人は究極的には個人の意思に基づいて

作られたものであるとはいえ、大法人の場合

には、永続性を与えられた経済活動の主体と

して、一般に個人株主の意向とは無関係に経

営方針や配当政策が決定されること、また、

我が国の法人の慣行においては、実際問題と

して法人税の負担は継続企業たる法人の負

担となっており、配当に帰せられていないこ

と等を考えるとですね、それは実体として法

人税は別のものではないかというふうに考

えます。これが独立説とか分離独立説と呼ば

れるものです。 
これに対して、法人を擬制的に考えるとす

るならば、本来は個人株主に会社の利益が配

当されそこで所得税が課税されるという一

回課税で終了すべきところであるものを、い

わば「所得税の前取り」として法人税を課税

するという考え方があります。これを前払説

とか源泉徴収説とかいったりしますが、分離

独立説に対してこの立場は完全に批判的な

わけであります。 
シャウプ勧告はこの前払説に立っており

まして、根本的には、法人は与えられた事業

を遂行するために作られた個人の集合であ

るというような考え方を基礎としているわ

けです。法人に独立の法主体性を認めている

のは、「それが法律関係の処理のために便利

であり、また取引の安全を維持するために必

要であるからである」というわけであります。

擬制説的立場に立つとするならば、最初に法

人税を納付したというのはむしろ、所得税で

最終的には清算される前払いをしているん

だということですね。法人税の捉え方には、

この 2 つの立場の対立がありまして、いわば

我が国は前払説の考え方をとっているわけ

であります。もちろんもう少し具体的に言え

ばかなりの修正はあります。かなりの修正は

ありますが、このような考え方が基礎にある

といって差し支えないと思います。 
すなわち、我が国租税法が基礎とする前払

説の考え方ですと、法人の利益も最後には個

人株主に配当されるんだから、個人株主に配

当されたところで所得税を課し、二重課税の

調整も、個人の所得税のところで行えば問題

はないということになります。法人税は先に

予め個人所得税で納付すべきものを前払い

しているだけなんだという考え方でしたよ

ね。そういう考え方は今申しあげているとお

りなんですが、実はこの考え方には幾つかの
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限界があるわけですね。すなわちこの考え方

は今非常に多く行われている会社と会社の

間の株式の持合いを無視した議論ですね。い

ずれは個人に配当されるであろうというこ

とを前提としていますから、ともすると法人

税なんかいらないという話になってしまう

わけですよ。最後個人に配当された時に個人

所得税を配当所得に課税すれば別に法人税

なんかいらないでしょうという議論になっ

てしまう。つまり、法人税不要論ですね。し

かし、それだと、会社に利益が生じているの

にも関らず課税をしないということは、そも

そも所得課税という考え方の根本に反する

のではないか。あるいは配当を留保している

ような場合に留保金に対して何も手を出せ

ないということは問題なのではないかとい

うような議論があります。当然ながら、現在

は法人税は厳然としてあるわけであります

し、その存在意義は大きいものです。 
今申しあげたように、こういう議論という

のは法人間の持ち合いみたいなことを前提

としていないとか、あるいは法人擬制説か法

人実在説かというようなオルタナティブな

議論は果たして妥当なのだろうかという疑

問もあります。こういう二分説的な見方では

なくて、もう少し具体的に実体を見ていくと

違う解があるのではないかという意見があ

ります。民法上の法人理論も私がここで申し

上げたような単純な議論ではまったくなく、

実在説的な見解が通説と申しましたけれど

も、実は、組織体説という議論が正解ですし、

また、法人には社会的実体が欠けているとす

るのが法人擬制説ではないということにも

注意が必要なのです。今日は、市民講座とい

う場でのご説明のために相当荒っぽくお話

いたしておりますが、興味のある方は、別に

お配りしております私の作成した資料や、こ

れに関する書物は沢山出回っておりますの

でそちらでご確認ください。 
 

(3) 配当所得概念 

配当所得という所得区分がなくてもよい

のではないかという議論について考えてみ

たいのですが、ここで、そもそも配当所得の

意義は何なのかということが再度問われる

わけです。条文を確認して頂きました通り、

配当所得とは、基本的には「利益の配当」に

対する所得なのです。すなわち「利益の配当」

でなければならないのですが、ところが「利

益の配当」というのは言葉の意義は条文に定

義されていないのです。何をもって「利益の

配当」というのかよく分からないわけですね。 
最高裁にまで至る事例の中でもこの「利益

の配当」の意義を巡って議論されております。

一番有名な判決を 1 つ資料に示しておりま

す。最高裁昭和 35 年 10 月 7 日第二小法廷

判決はこの「利益の配当」につきまして大変

有名な判示をしております。所得税法上の利

益の配当は、商法上のそれを指すのかどうか

という問題が議論されたのです、もっとも会

社法創設前の商法でありますが、最高裁は、

商法は、取引社会における利益配当の観念を

前提として、この配当が適当に行われるよう

各種の法的規制を施しているものと解すべ

きであるとしております。商法は、例えば、

蛸配当や株主平等の原則に反する配当を禁

止しております。所得税法中には利益の配当

という利益配当の概念というのはないわけ

ですけど、特に商法の前提とする取引社会に

おける利益配当の観念と異なる観念を採用

しているのと認むべき規定もないので、所得

税法にいう利益配当の概念としては商法の

概念に従うのではないかという判断をした

わけです。 
ところが商法の概念からすると蛸配当と

いうのは、本来は商法上は違法な配当なので

配当所得の配当といえないことになりそう

ですね。商法と併せて所得税法上の利益の配

当を解釈しろといった瞬間に。しかし、ここ

では商法上の配当というのは違法な配当も
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含めて商法上の配当なんだから、蛸配当のよ

うなものも商法上の配当に含まれるのだ。そ

うであるとするならば所得税法上の配当と

いうのは商法の配当と同じ蛸配当も含まれ

るのだということを判示したわけです。 
この判決には多くの評釈がありますが、こ

れは判例と位置付けられましょう。 
所得税法上の「利益の配当」には、蛸配当

のような商法上違法なものも配当に含まれ

ると言っているわけです（蛸配当というのは

蛸が自分の足を食べちゃうというやつです

ね。蛸はお腹がすくと自分の足を食べるのか

知りませんが、そう言われていますよね。）。

要するに、会社に利益があろうがなかろうが

「利益の配当」に含まれることがあると言っ

ているわけですね。 
そうであるとするならば、配当所得の基礎

となる「利益の配当」とは、ますますよく分

からないことになるわけです。そうだとする

と、配当所得を利益がでた場合の配当金につ

いての所得というような解釈にはならない

わけで、本当に厳然と配当所得という枠組み

を守らなければならないのかという疑問さ

えも浮かんでくるわけです。もし、会社の利

益がないところでなされた蛸配当であれば、そ

の場合には、二重課税の調整規定である配当控

除をする必要はなくなるかも知れません。 
 

２ 法人理論と配当二重課税 

先程申しあげましたように、我が国の配当

所得二重課税の問題は配当所得に対する一

定の税額控除を設けることによって排除し

ているわけですが、外国はどうなっているの

かちょっと確認しておきたいと思います。 
《図 2》のように、法人税が 50％、所得税

が 60％っていう非常に極端なケースで、会

社に 100 万円の利益があった場合を考えて

みたいと思います。 
二重課税の調整がないアメリカの場合は

どのように考えるのか。アメリカは実在説的

なアプローチを採用しているので会社で税

金がかかるのと個人で税金がかかるのとで

は、二重課税とならないというわけですね。 
会社の利益 100 万円となった場合に法人

税が 50％で 50 万円かかる。50 万円は税務

署に納付してしまうので、100 万円から 50
万円を納付した残り 50 万円が会社に残るわ

けです。先ほどと同じように、その 50 万円

 
 

《図２》二重課税の調整なし 
 
 
100万円×50％(法人税率)＝50万円(法人税) 
100万円－50万円(法人税)＝50万円 

 
 

全額配当 50 万円 
 
 

株主の所得税の計算 
配当所得 50 万円×60％(所得税率)＝30 万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50 万円＋30 万円＝80 万円 
 二重課税が生じているため、排除する必要あり。 

  

会社 
利益 100 万 

株主 
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全部を 1 人の株主に全額配当したというふ

うに考えると、株主の所得税の計算はどうな

るでしょうか。貰った配当に対する配当所得

50 万円に 60％という所得税が課されて 30
万円という所得税がかかるわけですね。所得

税と法人税併せると 50 万円と 30 万円なの

で 80 万円。二重課税が生じていると我が国

では考えるわけです。 
 

３ インピュテーション方式 

欧州でも我が国と同じように考えてきた

わけです。ヨーロッパではインピュテーショ

ン方式という考え方を採ってきました。同じ

ケースで考えてみます。 
会社に利益が 100 万円生じたとします。イ

ンピュテーション方式はどうやってやるか

というと、100 万円に 50％の法人税がかか

るのはさっき申しあげた通り、50 万円です

ね。この 50 万円を源泉税と考えるわけです。

法人税を個人にとっての源泉税、前払いの税

金と考えるわけです。いずれにしてもこれは

税務署に納めてしまいますので、100 万円の

利益から税務署に納めた 50 万円を引いて会

社に残るのは 50 万円です。この全額 50 万

円を配当するとします。ここで注意しなけれ

ばならないのは、配当した 50 万円というの

は税引後の配当なんですね。要は手取額なん

です。個人の手取額が 50 万円というふうに

みるわけです。 
サラリーマンの場合、奥さんから「あなた

幾ら稼いでいるの？」と言われた時に手取額

で言わないですよね。やっぱり額面金額で言

いませんか。旦那さんの給与が月に 30 万円

だったとしてもですね、色々と引かれてしま

うと残りは 13 万円しか残らないのですが、

「私の給料は 13 万です」って胸張って言わ

ないんです。「私の給料は 30 万です」って言

うんです。税金が天引きされた後の金額がそ

の人の収入ではないのですね。《図３》で言

っている全額配当 50 万円というのは税金が

引かれた後の金額です。先程、申し上げたよ

うに、ヨーロッパでは法人税を所得税の源泉

徴収というふうに考えますので、配当金 50
万円というのは手取額なんですね。 

 
 

《図３》インピュテーション方式 
 株主一人だけの会社の今期の利益が100万円のケース（配当可能利益を全額配当） 

 
 
100万円×50％(法人税率)＝50万円(法人税←源泉税) 
100万円－50万円(法人税)＝ 50万円 
 
 

全額配当50万円 
 
 
株主の所得税の計算 

(配当金50万円＋源泉税50万円)×60％(所得税率)＝60万円 
    60万円－源泉税50万円＝10万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50万円＋10万円＝60万円 
 二重課税が完全に排除されている。 

  

会社 
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したがって、株主の所得税の計算をする際

には、配当金 50 万円は税引後ですから、50
万円に対して所得税率をかけるのではなく

て、税引前の金額にいったん直す必要があり

ます。すなわち、既に納付した法人税という

名の源泉税を加えないといけないわけです。

額面額にする為には、配当金 50 万円に法人

税として納付した源泉税 50 万円を足して、

100 万円とし、そこに所得税率 60％掛ける

ことによって 60 万円という所得税を暫定的

に算出します。このままでは、既に納付した

源泉税が考慮されていないので、この 60 万

円から既に納付している源泉税 50 万円引く

ことによって、残りの 10 万円が本当の所得

税ということになるわけですね。そうすると

法人税と所得税を足すと法人税は 50 万円、

今計算した所得税が 10 万円で、合計 60 万

円となります。《図２》の場合のように、二

重課税の調整をしていないと合計 80 万円だ

ったわけですが、実際にこうやって二重課税

を排除してみると 60 万円という合計税額が

計算されるわけです《図３》。 
このような二重課税の排除方式をインピ

ュテーション方式といいます。法人税をイン

ピュート、加えるという意味です。 
 

４ 受取配当税額控除方式 

(1) 受取配当控除方式の概観 

我が国の方法はどうするかというのは《図

４》を見て下さい。 
我が国における二重課税の調整は、受取配

当税額控除方式によって行われます。すでに

お話しましたので、確認にとどめましょう。

配当金 50 万円に対して、所得税率を掛けて

計算された所得税額に配当所得の 40％の配

当控除を控除することによって二重課税の

調整をしようとするものです。 
ところでこの配当所得から控除される配

当税額控除額はどのように決まるのでしょ

うか。すなわち、このケースでは 40％とし

たわけですが、この 40％はどのようにして

決まっているのかということです。実はです

ね、そもそもは先にご説明したインピュテー

ション方式に結果を合わせるようにして逆

算しているのです。ですから、我が国の税額

控除方式を理解する為には欧州でやってき

たインピュテーション方式のことを基本的

に分からないとならないわけです。 
インピュテーション方式をもう一度復習

しましょう。会社が 100 万円の利益を得た時

に先程申しましたように 50％の法人税がか

かって 50 万円という税金を税務署に納めな

ければいけません。これは源泉税として扱わ

れます。従って 100 万円から 50 万円引いた

残りが会社に 50 万円しか残りません。この

50 万円を全部個人の株主に配当するのです

が、配当された 50 万円は手取額です。した

がって個人の所得税の計算をする時には実際

に貰った配当所得 50 万円に既に納付した源

泉税である 50 万円を足して 100 万円を算出

します。そして、その 100 万円に 60％の所得

税率を掛けて算出された 60 万円から源泉税

である 50 万円を引いて所得税 10万円を算出

します。結果的には 50 万円と 10 万円を足し

て 60 万円が完全に二重課税が調整された後

の税負担です。ここまではインピュテーショ

ンの復習です。この場合に所得税額が今計算

したように 10 万円になればいいんです。所

得税額が 10 万円になるように設定をすれば

二重課税が排除されることになりますからね。 
したがって、配当所得 50 万円に 60％を掛

けるというそれだけではなくて、それだけだ

と二重課税になっちゃうので更に配当所得

に何％かのχを掛けたところの結論が 10 万

円になればインピュテーション方式と同じ

結果が得られます。ということで、χを計算

すると 40％となるわけです。従って所得税

法に条文上 40％と書いておけば、結果的に

は二重課税が完全に排除できる。インピュテ

ーション方式と同じ結果が得られるという

ことになります。インピュテーション方式の

ような分かり辛い計算をせずに、配当所得の

二重課税の調整が出来るわけです。 
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《図４》受取配当税額控除方式 
 受取配当税額控除方式では、所得税法において「配当所得の40％を税額から控除する」

というかたちで規定される。この場合の40％はどのようにして決まっているのであろうか。 
 
 
 
100万円×50％(法人税率)＝50万円(法人税←源泉税) 
100万円－50万円(法人税)＝ 50万円 
 
 

全額配当50万円 
 
 

 
(配当所得50万円＋源泉税50万円)×60％(所得税率)＝60万円 
     60万円－源泉税50万円＝10万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50万円＋10万円＝60万円 
二重課税が完全に排除されている。 

（注）インピュテーション方式の際の計算 
 

配当所得50万円×60％－50万円×X＝10万円 
       X＝40％（所得税法に40％と規定）…所得税法92条 

 
株主の所得税の計算 

配当所得50万円×60％＝30万円(所得税(仮)) 
30万円－(50万円×40％)＝10万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50万円＋10万円=60万円 
二重課税が完全に排除されている（インピュテーション方式と同額の税負担に調

整されている）。 
 
問題点：累進課税制度を採用すると、この所得税率が変動する。 
 

 
では、株主の所得税の計算を確認します。

配当所得 50 万円×60％＝30 万円。これは仮

の所得税です。更にそこから 50 万円の 40％
を税額控除として控除することによって 10
万円が算出されます。今の 30 万円－（50 万

円×40％）、これだけをやれば済むようにな

っており、我が国の配当所得税額控除方式は

簡単です。 
 

(2) 受取配当控除方式の問題点 

ところがですね、我が国の方法には大きな

落とし穴があるんです。ちょっと条文を確認

しましょうか。所得税法 92 条に配当控除の

条文があって「居住者が剰余金の配当、利益

会社 
利益 100 万 

株主 
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の配当を有する場合には、その居住者のその

年分の所得税額から、次の各号に掲げる場合

の区分に応じ各号に定める金額を控除す

る。」といい、「配当所得の金額に百分の十を

乗じて計算した」金額が配当控除となるわけ

です。この 10％というのは、先程は 40％と

いう例をお話しましたが、インピュテーショ

ン方式に結論をあわせる為に作っているわ

けです。 
ところがいま、ポンチ絵《図５》に戻って

もらいますが、今たまたま所得税率が 60％
の話をしているわけです。日本は累進課税で

すから、所得税率は人によって違っているわ

けです。60％の所得税率の話をしましたが、

50％の人の場合はどうなるのでしょうか。

50％の税率の人の場合だと全く同じ計算を

していくとですね。インピュテーション方式

だとどうなるかというと、100 万円の利益に

対して50％の法人税率がかかって50万円と

なりますから、これが法人税、源泉税として

納付されると。残りの 50 万円が全額個人に

株主に配当されるとすると、株主の所得税の

計算は、配当金 50 万円に源泉税として納付

されれた 50 万円を足して額面額にしてそこ

に 50％の所得税率をかけることによって算

出される所得税が 50 万円となるわけです。

50 万円から既に法人税で納付されている源

泉税である 50 万円を引くと所得税は 0 にな

るはずです《図５》。 

 
 

《図５》受取配当税額控除方式の問題点 
 例えば、50％の税率の人の場合、インピュテーション方式によれば、次のようになる。 

 
 
100万円×50％(法人税率)＝50万円(法人税←源泉税) 
100万円－50万円(法人税)＝ 50万円 
 
 

全額配当50万円 
 
 

株主の所得税の計算 
(配当所得50万円＋源泉税50万円)×50％(所得税率)＝50万円 
     50万円－源泉税50万円＝ 0 (所得税) 

※法人税＋所得税＝50 万円＋0＝50 万円 
 二重課税が完全に排除されている。 

 
 しかしながら、受取配当税額控除方式の場合は、既に所得税法の条文に「配当所得の 40％
を税額から控除する」と記載されている。 
 配当所得 50 万円×40％=20 万円が配当控除の金額となる。 
 したがって、所得税法は、50 万円×50％(所得税率)－20 万円＝5 万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝50 万円＋5 万円＝55 万円 
  税率 60％の者は二重課税が完全に排除されたが、 
  税率 50％の者は二重課税が排除されない。 
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インピュテーション方式によると、所得税

率 50％では所得税額は 0 になって二重課税

が排除されるわけですが、我が国の受取配当

税額控除方式は、条文に、例えば、「配当所

得の 40％」を控除すると決まっちゃってい

ます。そうするとどういうことになるかとい

うと、配当所得 50 万円×40％の 20 万円が

配当控除の金額になるわけです。したがって、

税額は 50万円×50％－20 万円＝5万円とい

う所得税額になるわけです。インピュテーシ

ョン方式で完全に排除するならば所得税額

は 0 にならなければいけないにも関わらず、

我が国の採っている受取配当税額控除方式

の場合は 5 万円という税金が残っちゃうこ

とになりまして、二重課税が完全に排除され

ないということになるわけです。税率 60％
の者は二重課税が完全に排除されましたが

税率 50％の者は二重課税が排除されないと

いうことで、我が国の採用する方式は累進課

税に上手くフィットしないのではないかと

言われています。 
もう 1 つの問題点があります。ご説明した

とおり、配当所得の場合は負担利子を差し引

いた後が配当所得となるわけですね。そうす

るとその負担利子を差し引いた額に対して

10％しか引けないので既にそこでも二重課

税が排除出来ないという問題があげられま

す。 
 

５ インピュテーション方式の問題点 

ところがそう考えるとインピュテーショ

ン方式は素晴らしいなと思われるかもしれ

ませんが、そこにも問題点があります。次に、

インピュテーション方式の問題点の一端に

触れてみたいと思います。 
法人税には所得控除とか税額控除という

ものがあります。例えば、租税特別措置法

65 条 3 には特定事業用地の買収の所得の特

別控除があったりとか、あるいは租税特別措

置法 67 条の 3 には農地の生産法人の肉用牛

の売却に関する所得控除とかですね、色々な

所得控除が用意されているわけです。こうい

う所得控除があったら、インピュテーション

方式の計算はどうなるのかということが次

の問題であります。 
インピュテーション方式ではどういうふ

うに考えるかだけについて確認しましょう

《図６－１》。会社に利益が 100 万円生じて

いた場合に、仮に、法人税法上所得控除が

20 万円認められるとします。そうするとど

のように法人税が計算されるかというと、

100 万円から 20 万円を控除して、その残り

80 万円に法人税率 50％を掛けて、結果は 40
万円ということになりますね。40 万円は税

務署に納めてしまいますから 100 万円から

40 万円引いた残りが 60 万円。これが会社に

残るお金ですね。この残ったお金を全部配当

金として 1 人の個人株主に配当するとしま

す。 
株主の計算はどうなるかというと配当所

得は 60 万円ですが、もしインピュテーショ

ン方式だとすると配当所得 60 万円に源泉税

40 万円を足した 100 万円に対して所得税率

60％を掛けて仮の 60 万円が計算されます。

その 60 万円から既に納付した源泉税である

法人税を引いて残りが 20 万円の所得税とな

ります。結果的には法人税と所得税の合計額

60 万円が算出されるわけですが、このまま

だと、最初に説明したインピュテーション方

式と何にも変わっていないんです。《図３》

で計算した 60 万円という所得と法人税を併

せて 60 万円という場合と結果的に変わって

いないですよね。このままでは、所得控除が

反映されないことになってしまうんです。 
それではまずいので、個人株主の所得税の

計算をする時に調整が必要となります。株主

受け取った配当金 60 万円というのはそもそ

もですね、これは 60 万円がまるまる手取と

なるわけではなくて、そこから 20 万円とい

う所得控除が引かれなくてはいけないわけ 
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《図６－１》インピュテーション方式の問題点 
インピュテーション方式（法人における所得控除（20 万円）のうち 50％を考慮） 

 
所得控除 

(100万円－20万円)×50％(法人税率)＝40万円(法人税←源泉税) 
100万円－40万円(法人税)＝ 60万円 

 
 

全額配当60万円 
 
 
株主の所得税の計算 

(配当所得60万円＋源泉税40万円)×60％(所得税率)＝60万円 
       60万円－源泉税40万円＝20万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝40 万円＋20 万円＝60 万円 
 これでは、法人税の所得控除が考慮されていない。 

 
株主の所得税の計算 

｛(配当所得60万円－(20万円×50％)＋40万円｝×60％＝54万円 
            ↑法人税の所得控除を50％考慮する。 
      54万円－源泉税40万円＝14万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝40 万円＋14 万円＝54 万円 
 これで、法人税の所得控除が考慮される。 

 
 

です。ところがですね、何も引かれていない

からさっきみたいな計算になるわけです。こ

こを調整しなければならない。しかし、法人

税法上の所得控除を所得税法で完全に全部

を反映させる必要はないのではないかとい

う考え方もあり得ます。例えば、法人税の所

得控除を 50％だけ控除しましょうと決める

とします。すなわち 20 万円という所得控除

のうち 50％は二重課税の調整をする時に考

慮に入れてあげましょうというように考え

ると、配当所得の 60 万円だったものは少し

調整を受けて配当所得  60 万円－20 万×

50％が、法人の所得税額 50％を考慮した後

の基礎となる手取額になるわけです。これは

あくまでも手取額ですので、これに法人税と

して納付した源泉税相当額を加えてそこへ

60％の所得税を計算することによって 54 万

円が算出されます。54 万円から法人税とし

て納付した源泉税である40万円を引いて14
万円。これが所得税額になるわけです。 

次に《図６－２》をご覧下さい。 
更にですね、先程申しあげましたように所

得控除の他に法人税法上は税額控除という

ものもあるんですね。例えば試験研究を行っ

た場合の法人税の特別控除だとか、エネルギ

ー自給構造の改善計画を行った場合だとか、

事業基盤計画をしている場合だとか、沖縄復

興計画に基づく投資をした場合だとか、色ん 
 

会社 
利益 100 万 

株主 



税大ジャーナル ８ 2008. 6 

66 

 
《図６－２》インピュテーション方式（更に税額控除（4 万円）のうち 50％も考慮） 

 
所得控除         税額控除 

(100万円－20万円)×50％(法人税率)－4万円＝36万円(法人税←源泉税) 
100万円－36万円（法人税）＝ 64万円 

 
全額配当64万円 

 
 
 
株主の所得税の計算 

｛(配当所得64万円－(20万円×50％)＋36万円｝×60％=54万円 
      54万円－源泉税36万円＝18万円(所得税) 

※法人税＋所得税＝36 万円＋18 万円＝54 万円 
 これでは、法人税の税額控除が考慮されていない。 

 
株主の所得税の計算 

｛(配当所得64万円－(20万円×50％)＋36万円｝×60％=54万円 
54万円－(源泉税36万円+4万円×50％)＝16万円(所得税) 
            ↑法人税の税額控除を50％考慮する。 

※法人税＋所得税＝36 万円＋16 万円＝52 万円 
 これで、法人税の税額控除が考慮される。 

 
 

な税額控除があるのをご存知かもしれませ

ん。そういう措置法上の税額控除が更に加え

られた場合はどうでしょう。4 万円という税

額控除があってこれについても 50％考慮し

ましょうとすると会社の利益が 100 万、そこ

から 20 万円という所得控除を引きますね、

50％の法人税を引いて一応出しますが、更に

ここから 4 万円という税額控除を引いて 36
万円、これは法人税の源泉税的な意味をもっ

ていますが、それを税務署に納付しちゃうの

で残るのは 64 万円です。64 万円が全額配当

されるとすると、どうなるかというと何にも

しないとすると株主の所得税の計算は、さっ

き計算した所までを復習すると（64 万円－

20 万円×50％＋36 万円）×60％＝54 万円。

そこから源泉税である 36 万円を引いて 18

万円という所得税が算出される。36 万円と

18万円の合計54万円が計算されるわけです

が、これでは所得控除が考慮されていながら

も税額控除が考慮されていないわけです。税

額控除を考慮するにはどうしたらいいかと

いうと、源泉税として引かれた 36 万円だけ

を控除するのではなくて、もっと控除してあ

げなければいけないわけです。36 万円に 4
万円の 50％相当額を引くことによって算出

することができます。 
すなわち、株主の所得税の計算は配当所得

64 万円－20 万円×50％＋36 万円に対して

所得税率 60％を掛けて 54 万円が算出され、

そこから源泉税がどういうふうになるかと

いうと 36万＋4万×50％＝38万円を引いて

16 万円という所得税になります。これが法

会社 
利益 100 万 

株主 
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人税の税額控除 50％が考慮され、なおかつ

法人税の所得控除も 50％考慮された結果の

株主の個人所得税です。 
ここでは、非常に単純なケースを挙げてお

ります。100 万円の利益に対して極端な税率

を前提としており、利益配当についても、株

主はたったの 1 人だけで、しかも最も単純な

全額配当です。こういう最も単純なケースで

も、これまでみたようにインピュテーション

方式は複雑であることが分かります。株式の

所得を算出するのに法人税法上の所得控除

や税額控除についての考慮をしなければな

らないのです。簡単とはいえません。これが

ネックなのです。理論的ではありますが、複

雑すぎるのです。 
ドイツは完全なインピュテーション方式

を採用していたわけですが、とうとう諦めて

しまいました。イギリス・フランスも諦めま

した。これには国際課税上の問題が大きな原

因でありますが、本日ご説明したように複雑

であるということもその要因の一つである

と思われます。 
もう一度確認しますと、我が国の所得税法

の計算上、配当控除という計算をする時の制

度設計のそもそもはインピュテーション方

式を基礎としていたということを思い出し

て下さい。基礎となるインピュテーション方

式がもう既に各国において廃止されている

のです。 
果たして我が国はこれからどこへ向かう

のか。難しい所に立たされているといっても

過言ではありません。 
 

Ⅳ 役員給与に係る二重課税問題と二重控

除問題 
このように、配当に係る二重課税問題は

色々と議論されているわけです。各国とも、

二重課税をどうやって排除したらよいのか、

あるいは二重課税と考えること自体問題が

あるのか、多くの議論があるわけです。 

ここでご紹介したほかにも、二重課税の排

除方式はいろいろと提案されておりますが、

他方、役員への賞与についてはどうでしょう

か。配当に関する二重課税の議論は活況です

が、役員への賞与としてなされた利益処分に

ついては、二重課税の排除の話はあまりなさ

れて来なかったのです。この点は、既に述べ

ましたので割愛いたしましょう。 
 
さて、役員への賞与については、これまで

は利益処分だということで会社側での法人

税の計算上、損金に算入することを制限して

きたわけです。なぜかというと税額計算後の

分配だからですね。配当に関してもそうでし

たね。そういう意味では、配当も役員への賞

与も類似しております。平たく言えば、ひと

とおりの計算が終わった後に残ったものを

払い出しているわけです。利益処分ですから、

元来、損金に算入するような性質のものでは

ないわけですね。このような考え方がずっと

採用されてきたわけです。 
ところが、ご存知のように、平成 18 年に

会社法が施行されたわけですが、これを受け

て、我が国の法人税法も改正を致しました。

そこでは、そもそも利益処分という考え方が

なくなったわけです。会社法では。そうする

とどうしたらいいのか困っちゃうわけです

が、基本的には役員賞与と言われているもの

は全部損金に入れられないというふうにな

っていましたが、これについてはそもそも役

員賞与という言葉もなくすることになるわ

けです。今までは役員賞与なのか、役員報酬

なのかという議論をずっとしてきたのです。

ご案内のとおり、役員賞与に当たれば損金算

入は出来ないけれど、役員報酬に当たればい

わば人件費なので損金算入が出来るという

考え方を基礎として。会社の利益がなかった

ら分配できないようなものは、それはもう利

益処分としか言わざるを得ない。人件費とい

うのは会社の利益がなくても金を借りてで
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も払わなくてはいけないというふうに考え

ると、元々、役員賞与と役員報酬とは大きく

性格を異にするのだという議論が根底にあ

ったわけです。しかしながら、先程も申し上

げましたように、会社法はそういう利益処分

という考え方を排除してしまったので、我が

国の法人税法は今や、「役員給与」として括

っているのです。役員賞与とか役員報酬とか

いうことはもうやめましょうということに

なっております。 
ところが役員賞与を利益処分だと考える

時に、これまでの法人税法は、原則的には、

個々に具体的に見ているわけではなくてで

すね、いわばそこを形式的なところで判断し

てきたわけです。例えば臨時的な支給ではな

いかというようなスクリーンにかけて、定

期・定額になっているかどうかというように。

定期・定額であれば、利益処分とは異なりそ

うですから。そういうように見てきたわけで

す。 
あるいは不相当に高額なものは役員賞与

的な性格がありそうです。つまり、利益処分

としての性格を見出すことができるという

ように考えてきたわけです。今申し上げたよ

うに会社法により、捉え方には変容が見られ

るのですが、しかしながら、その考え方自体

は今のところ、大筋変わっていないと見てよ

ろしいのではないかというように思います。

すなわち、やっぱり不相当なものは利益処分

的なものとして観察すべきであるとか、ある

いは定期・定額の給与とはいえないような場

合には、損金性を認めないというような考え

方が現存していると考えられます。あるいは、

事前に届出をしないとそれは賞与的な性質、

利益処分的な性質があるのではないかとい

うことで、損金算入を制限するという考え方

が出てくるわけです。そういう考え方を法人

税法はとっているのに対して、すなわち、支

給の形態というもので考えていこうとする

のに対して、所得税法は支給の原因に着目す

るわけです。例えば、所得税法は最高裁昭和

56 年 4 月 24 日第二小法廷判決において、労

務の対価として支給されるものであるかど

うかという点が大事であると言っているわ

けです。ストック・オプション訴訟の時もス

トック・オプションの権利行使益が労務の対

価として契約されたところに基づいて得ら

れたものであるのかどうかが問題となりま

して、支払額の内容などについてはあまり意

識をしないという考え方があります。そうす

るとですね、支給原因が労務の対価という性

格をもっているものがあるとした場合に、形

式的には支給形態として利益処分的なもの

も入り込む余地があることになります。 
つまり、所得税と法人税法では、観察の切

り口が若干違うので、所得税法では役員報酬

であろうが役員賞与であろうが何であろう

が労務の対価として会社から貰ったものは

基本的には全部給与所得に入るということ

になるのに対して、法人税法は利益処分的か

どうかを見ています。 
このようなことが問題として取り上げら

れることがあります。例えば、役員賞与の給

与所得控除の二重控除という問題が従来か

らあって、そのことが、近時の法人税法改正

において取り上げられたわけでございます。

法人税法と所得税法のもともと見ているス

タンスが若干ながらずれていた所で新しい

法人税法 35 条というものができまして、二

重控除をどのように考えるのかということ

が、最近の大変重要な話題になっているわけ

です。 
つまり、同族会社について擬制説的な立場

に立つと、役員給与に関する給与所得控除の

二重控除問題という問題が提起されるとい

うことになるわけです。法人理論にみる、擬

制説・実在説の議論というのは古い議論では

なくて、いま今日的にまさに議論されている

テーマだということを今回のお話の中で少

しでも分かって頂ければ幸いです。 
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結びに代えて 
法人税と所得税との二重課税が生じると

考えるためには、配当や役員への賞与という

ものに対する考え方が、法人税法と所得税法

とでは若干違うということを念頭に置いて

おく必要があるように思われます。具体的に

は、先程も申し上げましたが、利益処分とい

っても、所得税法では、蛸配当のようなもの

も含まれるとして判例が示していたり、ある

いは、所得税法では全く役員への賞与に対し

ては利益処分であるかどうかについての考

慮が払われていないということがあります。

すると、利益処分というものが必ずしも絶対

的なものではないのではないかとも考えら

れます。 
そのような意味では、法人税と所得税との

二重課税という言葉自体も実は相対的なも

のであるともいえます。二重課税だから絶対

排除されなければならないかどうかはむし

ろ政策的な問題ともいえるわけです。 
すると、二重課税の排除を政策的なものと

位置付ければ、配当二重課税をドイツの新し

い手法のように適用税率で調整をすること

などをも含めて考えられる手法はまだ残さ

れているともいえるのです。いずれにしても、

あるべき二重課税調整方式については、更な

る議論の展開を待つほかはありません。 
本日は、法人税と所得税の間に介在する二

重課税関係に係る問題について、基礎的なと

ころのその一端をご紹介いたしました。最後

まで、沢山の皆さんのご清聴をいただき、誠

にありがとうございました。 
 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


